








 

研究目的 

 心身障害児の発生を減らすためには周生期の適正な医療が重要であり,すぐ

れた施設において集中強化医療を主体とした新生児医療を行なえぱ,死亡率も

後障害発生率もともに低下させ得ることは,昭和 50 年度研究報告書に記したよ

うにあきらかである。 

 したがって,今後は広くわが国全体について,地域的にいかなる方法で新生児

医療のシステム化をはかり,実現させるかを具体的に決定すべき時期にきてい

ると思われる。 


